
～ 不妊治療を行うために必要な婚姻関係確認書類について ～

《 必要書類の提出期限》

2022年4月からの厚生労働省の指導により、不妊治療を行う際には婚姻関係の確認を行うことが義務付け

られました。 そのため、下記必要書類の確認ができない場合には、治療計画を立てることができなくなるため、

不妊治療を開始することができません。 必要となる書類は各カップルによって異なります。 お二人それぞれ

に準備していただく書類もありますのでご確認ください。

戸籍謄本については、本籍地の市役所、区役所に問い合わせください。 本籍地が遠方の場合、発行に時間が

かかる場合があるので、早めの手続きをお願いします。 書類の提出が提出期限に間に合わない場合には治療

を開始できない場合があります。 尚、必要書類については全て揃ってからひとまとめにしてご提出ください。
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□ 2-1.  事実婚 （2人共に日本国籍の場合）

□ 1-3.  国際結婚 （2人共に外国籍の場合）

□ 2-2.  国際カップル （日本国籍と外国籍の場合）

□ 2-3.  国際カップル （2人共に外国籍の場合）

□ 1-2.  国際結婚 （日本国籍と外国籍の場合）

◆ 一般不妊治療（タイミング/人工授精）  ： 治療開始前の一般不妊治療計画書を作成する前まで

◆ 生殖補助医療（体外受精・顕微授精含む） ： 治療開始前の体外受精治療計画書を作成する前まで

1. 法的婚姻関係にあるカップル

日本並びに、各国における法律上の婚姻手続きを行っている

2.   事実婚カップル

法律上の婚姻手続きは行っていないが、事実上の婚姻

関係にある場合。 『同居していること』  、『他に婚姻関係

がないこと』 が条件となります。

・ 外国籍の方は在留カード

・ 日本国籍の方は戸籍謄本

・ 住民票 （世帯全員・続柄の記載のあるもの）

・ 法律婚夫婦治療同意書

・ 2人それぞれの在留カード

・ 結婚証明書と日本語訳文

・ 住民票 （世帯全員・続柄の記載のあるもの）

・ 法律婚夫婦治療同意書

・ ２人それぞれの戸籍謄本

・ 住民票 （事実婚証明）

・ 事実婚夫婦治療同意書

・ 外国籍の方は在留カード

・ 外国籍の方は独身証明書原本と日本語訳文

・ 日本国籍の方は戸籍謄本

・ 住民票 （事実婚証明）

・ 事実婚夫婦治療同意書

・ ２人それぞれの在留カード

・ ２人それぞれの独身証明書原本と日本語訳文

・ 住民票 （事実婚証明）

・ 事実婚夫婦治療同意書

□ 1-1.  法律婚 （ 2人共に日本国籍の場合）

・ 戸籍謄本 

・ 法律婚夫婦治療同意書

・ すべての必要書類は、発行日から3か月以内かつ原本の提出をお願いします。

・ 必要書類は二人が婚姻関係にあること、ならびに二人が別の方との法的な婚姻関係がないことを確認

することを目的に提出いただいています。

・ 《 ※1 》 事実婚カップルにおける住民票 （事実婚証明）は、住所が同じであること、続柄欄に『妻（未届）』、

    あるいは『夫（未届）』の記載があることが必要です。

・ 《 ※2/※3 》 結婚証明書/独身証明書は日本語訳が必須です。日本語訳の上で、翻訳日、翻訳者名、翻訳者

の印鑑捺印の記載をしてください。翻訳はご本人による翻訳でも構いません。

《 注意事項 》

※1

※1

※1

※2

※2

※3

※  事実婚夫婦につきましては提出書類の有効期限は

     １年間とし、経過後は改めて提出いただきます。
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